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23 件の CDM/JI 事業について日本政府承認を取得 

～世界銀行プロトタイプ・カーボン・ファンドを通じた初めての排出権の獲得へ～ 

 

１． 九州電力株式会社、四国電力株式会社、中国電力株式会社、中部電力株式会

社、東京電力株式会社、東北電力株式会社、三井物産株式会社、三菱商事株式

会社及び国際協力銀行は、4 月 23 日付で、世界銀行プロトタイプ・カーボン・ファ

ンド（以下「PCF」）を通じて参加する 23 件のクリーン開発メカニズム（Clean 

Development Mechanism (CDM)）（注 1）事業及び共同実施（Joint Implementation 

(JI)）（注 2）事業について、日本政府より承認を受けました。 

 

２． PCF は、上記の我が国の出資者をはじめとし、世界 10 カ国より 23 の政府、政府

関係機関や民間企業が出資して、2000 年 1 月に世界で初めて設立されたカーボ

ンファンド（温暖化ガス削減基金）です（別添１）。PCF の資金運用は世銀に委託さ

れており、開発途上国等において温室効果ガスの削減とともに持続的開発に役

立つプロジェクトの実施のために利用されます。プロジェクトの実施を通じて実際

に削減された温室効果ガス排出量は、排出権として出資比率に応じて PCF の出

資者に分配されることとなっております。分配された排出権を我が国の国内で受

け取るためには、日本政府の承認が必要とされています。 

 

３． 今回、日本政府より承認を受けたのは、風力発電や水力発電、バイオマス発電事

業といった再生可能・代替エネルギー事業や省エネルギー事業、ゴミ処理場など

からのメタンガス等の回収事業など、世界 15 カ国における 23 の事業（うち CDM

事業 16 件、JI 事業 7 件）です（別添 2）。PCF は、これら 23 件の事業を通じ、合計

2,755 万トン CO2 の排出権を獲得する見込みです。 

 

（参考資料） 

別添１：PCF 出資者一覧 

別添２：今回日本政府の承認を受けた 23 事業 

                                                  
（注 1） クリーン開発メカニズム（CDM）は、京都メカニズムの手法の 1 つで、先進国あるいは市場経済移

行国が、途上国で温室効果ガス削減事業を実施し、それにより生じた削減分（排出権）を先進国あるい

は市場経済移行国が自国の目標達成に利用できる制度。 
（注 2）共同実施（JI）は、京都メカニズムの手法の 1 つで、先進国と市場経済移行国が共同で事業を実施

し、それにより生じた削減分（排出権）を投資国が自国の目標達成に利用できる制度。 



                      

（お問い合わせ先） 
 
九州電力株式会社広報部報道グループ 
〒810-8720 福岡市中央区渡辺通 2-1-82 
Tel:092-741-2516 
Fax:092-713-9192 
 
四国電力株式会社広報部（報道グループ） 
〒760-8573 香川県高松市丸の内 2 番 5 号 
Tel:087-821-6554 
Fax:087-826-1250 
 
中国電力株式会社ＣＳＲ推進部門（報道担当） 
〒730-8701 広島県広島市中区小町 4-33 
Tel:082-523-6181 
Fax:082-523-6185 
 
中部電力株式会社広報部報道グループ 
〒461-8680 愛知県名古屋市東区東新町 1 番地 
Tel:052-961-3582 
Fax:052-957-1352 
 
東京電力株式会社広報部 
〒100-8560 東京都千代田区内幸町 1-1-3 
Tel:03-4216-1111（代） 
Fax:03-4216-6220 
 
東北電力株式会社広報・地域交流部（報道） 
〒980-8550 宮城県仙台市青葉区本町 1-7-1 
Tel:022-225-2111（代） 
Fax:022-225-4338 
 
三井物産株式会社広報部 
〒100-8631 東京都千代田区大手町一丁目 2-1 
Tel:03-3285-7562 
Fax:03-3285-9819 
 
三菱商事株式会社広報部報道チーム（担当：大川） 
〒100-8086 東京都千代田区丸の内 2-3-1 
Tel:03-3210-2007 
Fax:03-5252-7705 
 
国際協力銀行広報室報道班 （担当：竹内、犬飼） 
〒100-8144 東京都千代田区大手町 1-4-1 
Tel:03-5218-3100 
Fax:03-5218-3955 
 
 



（別添１） 

 

PCF 出資者一覧 

 

国際協力銀行（日本） 

オランダ政府 

カナダ（カナダ国際開発庁（CIDA）） 

スウェーデン政府 

ノルウェー政府 

公的部門 

フィンランド政府 

九州電力（日本） 

四国電力（日本） 

中国電力（日本） 

中部電力（日本） 

東京電力（日本） 

東北電力（日本） 

三井物産（日本） 

三菱商事（日本） 

British Petroleum – Amoco（英国） 

Deutsche Bank（ドイツ） 

Electrabel（ベルギー） 

FORTUM Group (フィンランド) 

Gaz de France （フランス） 

Norsk Hydro （ノルウェー） 

Rabobank (オランダ) 

RWE（ドイツ） 

民間部門 

Statoil （ノルウェー） 

   ※出資約束総額：180 百万ドル 



（別添 2） 

 

今回日本政府の承認を受けた 23 事業 

 

 国名 事業名 CDM/JI 
排出削減量予測 

（万㌧ CO2/年間平均）

1 ブラジル Alta Mogiana バガスコジェネレーションプロジェクト CDM 1.2 

2 ブラジル Lages メタン回避プロジェクト CDM 24.2 

3 チリ Chacabuquito 26 MW 流れ込み式水力発電プロジェクト CDM 9.9 

4 中国 Changshu 3F Zhounghao HFC23 分解プロジェクト CDM 1,043.7 

5 中国 内モンゴル 100MW Huitengxile 風力発電プロジェクト CDM 21.3 

6 中国 Jiangsu Meilan HFC23 熱分解プロジェクト CDM 841.1 

7 中国 Jincheng 炭鉱メタン発電プロジェクト CDM 287.7 

8 中国 Xiaogushan 水力発電プロジェクト CDM 31.3 

9 コロンビア Jepirachi 風力発電プロジェクト CDM 1.8 

10 コスタリカ Cote 小規模水力発電プロジェクト CDM 0.6 

11 グアテマラ El Canadá 水力発電プロジェクト CDM 11.8 

12 インドネシア Indocement 代替燃料プロジェクト CDM 14.4 

13 インドネシア Indocement 混合セメントプロジェクト CDM 47.0 

14 フィリピン NorthWind Bangui 湾プロジェクト CDM 5.7 

15 南アフリカ Durban 埋立地ガス発電プロジェクト CDM 6.9 

16 ウガンダ West Nile 電化プロジェクト(WNEP) CDM 4.0 

17 ブルガリア Sofia Pernik 地域熱供給プロジェクト JI 17.1 

18 ブルガリア Svilosa バイオマスプロジェクト JI 10.0 

19 チェコ Rozmital 地域熱供給プロジェクト JI 0.1 

20 チェコ Thomayer 病院エネルギー効率化プロジェクト JI 0.2 

21 ハンガリー Pannonpower バイオマスプロジェクト JI 23.8 

22 ラトビア Liepaja 地方固形廃棄物管理プロジェクト JI 5.6 

23 ポーランド Stargard 地熱地域熱供給プロジェクト JI 3.5 

 


